森林山村対策事業説明会　質疑応答内容
	質問事項
	回答

	活動計画策定等の調査、研修は、活動計画書策定後は実施できないか。
	例えば次年次以降の計画等に反映させるなど、必要があれば実施してよい。

	要領11Ｐに記載している交付金の使途のうち、人件費はNPOの人件費に充当させるため、NPO法人に支払うことは可能か。
	人件費は、活動に対してどこからも人件費が支払われていない場合のみ、その人個人に支給できる。

	要領62Ｐの協定書例の第3条の対象となる森林は、活動計画書の2に定めるとおりと記載されているが、8の誤りでは。
	ご指摘のとおり。
他にも記載に誤りがあるため、近々修正し連絡する。

	NPO法人等において、文書規定、会計に関する規定等が整備されている場合は、当該NPO法人等を活動組織とみなして良いか。
	要件を満たしている場合はみなして良い。交付金は、要件を満たした日から対象となるので、規定等を追加で作成する場合は認証日からとなる。また、既存の定款等を提出する場合は、規約例との整合表を提出してもらいたい。

	消耗品と資機材との区別の方法は？
	１単体当り3万円未満であれば消耗品。ただし、苗木代と砂利代は、安価でも資機材とみなされ、交付率（2分の1）が適用される。

	資機材に作業小屋は含まれるか
	作業のために必要であれば認められる。（類似の施設で「あずまや」が例示されている）

	人件費には事前の準備作業も対象となるか？
	必要な作業であれば対象となる。写真も極力提出してもらいたい。

	人件費の単価の決定の基準はあるか？
	なし。最低賃金等を参考に常識の範囲内で設定してもらいたい。スタッフと講師など、金額に差をつけるのはかまわない。

	日当を支払った証拠として一人一人が写っている写真が必要か
	全体の活動状況写真があれば、一人一人が写っている必要はない。

	事務所諸経費は対象になるか？
	必要であれば対象に。要領11Ｐの表に掲載されているものが対象。

	土地の借上げは対象となるか
	対象外

	事業のタイプ間の流用は可能か
	資機材・施設整備と他のタイプ間の流用は不可。それ以外のタイプ間の流用は可能

	3年間の活動で採択されても、3年以下で終了することは可能か
	交付金の交付を受けるのをやめることは可能。ただし、活動自体は3年間実施しないと、すでに受けている交付金を返還しなければならない。

	2年目からの新規の受け入れはあるか。
	1年目に採択された活動が優先されるが、申請することは可能。

	同じエリアで異なる活動組織の活動の申請は採択されるか。
	違う組織が同じエリアで活動する場合は、話し合い等で共同の活動組織を立ち上げることが望ましい。活動組織が別々の場合はいずれか一方の組織のみの採択となる。（先着順等）

	同じエリアで複数タイプの活動の申請は可能か。
	保全タイプまたは資源利用タイプと空間利用タイプの併用は可能。ただし、保全タイプと資源利用タイプの同一年度の同一箇所での適用は認められない。


